　「自家用電気工作物のための」

電気災害とその対応
著　者　　矢　島　藤　一
はじめに
　電気災害と一口に言っても、その範囲は広く、この小冊子に細部に当たって詳述することはできません。ここでは、電気設備・機器と人との兼ね合いから発生する、いろいろな現象を基に、人の兼ね合いを中心として記述することとします。
　この災害の発生状況を観察するときに、設備事故から発生するもの20％、人の行動から発生するもの80％という一般的な例があります。このように災害の発生の裏には人の意識に係わる起因が絡んでいます。このことを、ヒューマンエラーいっていう場合があります。そこには解析の難しい課題が数多くあります。ヒューマンエラーを是認したら災害の起因を解明することはできません。
　電気は文化のバロメータと言われるように、現代社会おいては一時も無くてはならないものです。人類の文化的遺産でもあります。電気現象は太古以来その現象が認められている反面、人類の遺産として、電気エネルギーを利用し、人類の生活面役立てようとする技術は100年の歴史を辿るというものです。
　この間の、電気技術の利用は急速かつ、広範に及んでいます。電子（電気）技術、通信技術、制御技術、情報技術等基礎技術を基として細分化されつつあらゆる社会生活の末端にまで及んでいます。したがって、電気無くして社会は成り立ちません。
　私たち電気技術者は、これらの電気設備をおもりしている段階で、数々の知りえない現象やら災害・事故に遭遇することがあります。電気は非常に便利なものである反面、目に見えない不思議な物理現象です。電気を知らない方は「電気は怖いものだという認識」があるのも事実です。
　共通認識としては、ありとあらゆる部門に浸透して「寸時も欠かすことが出来ない」ということです。しかし、電気そのものの災害或いは事故に会わないと、その怖さが判らないというのが一般的です。知りえない現象が数々あり、予期しえない現象に遭遇したときに、どうするかと言った予防措置的対応が常に求められています。電気技術者が常に念頭においていることに次の3点があります。
1 電気の供給支障事故(災害・事故による停電等)を無くすこと。
2 電気エネルギーが起因となって発生する火災・爆発を無くすこと。
3 電気エネルギーの暴走による人身傷害を無くすこと。
　このような災害・事故は、電気災害の広域化につながり、社会的なパニックに発展することさえ想定されます。ここでは、広範囲にわたる技術的内容を詳しく記述することは本位ではなく、発電から消費までの色々な諸問題は専門書に譲り、自家用電気工作物を中心とした一般常識の範囲内の問題を解説してみたいと考えます。
　人と物との兼ね合いは、電気技術のみでは解明できません。このため、次のような分野についても、知識を広めたいと考えます。
1 人間工学
2 安全心理学
3 ヒューマンエラー
4 信頼性管理
5 労働安全衛生管理
6 OSHMS体制
7 法令との関連
　災害・事故の発生は、「リスクの発生」と捉え、相対的にリスクの解明に取り組むことも必要です。このための手法として、発生したリスクを基に、「リスクアセスメント」の手法が進んでいます。さらに、これを発展して「リスクマネジメント」を体形つける必要があるものと考えます。
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あとがき
　「電気災害とその対応」と題して、経験したことを基として関連事項を記述してみました。その内容は過去50年も前からの記憶をたぐりながら記述してみました。この間の科学技術の進歩は私の記憶を凌駕するものであり、到底追いついていけないものです。このような科学技術の進歩に対して、人の意識の進化は極めて停滞しているようにも感じられます。

　時代の進化によって変わってきたのが、人の命の尊さということです。時代感覚として当然なことですが、人の命はかけがえのないものであり、一度起こした災害は、復元することができません。貴重な体験として再発を防止しなければなりません。
　電気による災害は即応性があり、待った無しに災害が発生します。災害発生を目で見て逃げるということが出来ません。だから、予防措置を徹底することが極めて大事なこととなります。また、その現象を目で確認することもできません。したがって、設備そのものの信頼性は向上しましたが、災害の予防として次のようなことにより機器の劣化が進みます。
1 機器の負荷率と温度上昇との関係

2 使用に対する温度、湿度、じんあい、振動等の条件

3 周囲の機器に対する腐食環境

4 その他の寿命支配の条件

このような全貌は中々把握することが出来ません。このための対応が必要となります。

ここに取り上げた各種の災害の対応も着々と成果を上げています。実行の成果として電気災害の発生は他の分野に比べて格段に減少しています。
　災害内容を分析してみますと、人の行動面で安全施策の徹底を欠いたための災害発生が中々減少しないということです。作業内容からみると、特定分野に着目する必要があります。

1 建設現場

2 電気設備の非定常作業

3 非電気取扱者の危険性排除の方法

　電気設備は、他の分野と異なり、制度的にも異質なものがあります。制度的内容を検討してみますと、電気特有の技術内容による独立形態をとっています。
1 国際規格としてのISOにおいても、電気設備はIEC規格によることとされています。
2 電気設備の管理体形　　設備面は「電気設備技術基準」「消防関連法令」「その他の特殊法令」等で、取り扱いは「労働安全衛生規則」で規定され、十分とは言いえない面があります。
3 労働安全衛生規則においては、細部にわたって規定されている反面、実効性に疑問が発生するものもあります。
　④　電気設備の管理形態が、設備管理を主体として電気主任技術者、電気工事士の専門分野が明白に規定される反面、取り扱い安全担当する安全専門家の入る余地がなくなっています。
　このようなことから、どうしても安全確保のためには、両者にわたる理解が必要となります。他の分野に携わる技術者にもこの辺の理解と教養をつけていただけたら幸いと考えます。そのようなことを含めて電気設備全般の安全上の問題を取り上げてみました。他の分野の技術者には理解しにくい点があるかも知れません。

　ここに取り上げた諸問題は未解決な問題が多々含まれています。人と環境を含めた問題は私たちが英知を傾けても解決てきないことが極めて多いことに気付き、技術と経験を積み重ねることによって完成されるものと確信します。
｢参考文献等｣
　記事欄に参考文献を記したものもありますが、次のような文献を用いて記述しました。
　　高圧受電設備規程JEAC－2002　　　　　　(社)日本電気協会「使用設備専門部会」
　　高圧・特別高圧電気取扱者安全必携「特別教育用」　　　　　中央労働災害防止協会
　　低圧電気取扱者安全必携「特別教育用」　　　　　　　　　　中央労働災害防止協会
　　高調波関係資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三菱電機株式会社
新・産業安全ハンドブック　　　　　　　　　　　　　　　　中央労働災害防止協会
　　化学安全工学　　　　　　　　　　　　　　　　　　北川徹三　　　日刊工業新聞社
　　化学火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京消防庁　　　全国加除法令出版
　　電気火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京消防庁　　　全国加除法令出版
　　安全基準ガイドブック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業教育センター
　　安全工学便覧　　　　　　　　　　　　　　　　安全工学(協)　　　　　　コロナ社
　　静電気災害　　　　　　　　　　　　　　オーム誌VOL60-2，90/6　　　オーム社
　　工場電気設備防爆指針　　　　　　　　　安全研究所　　　　　　　　　　労働省
　　電設工業(防爆電気工事解説昭50．4)　　　　　　　　　　　　　　　　　オーム社
　　安衛法便覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準調査会
　　信頼性ハンドブック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本規格協会
　　人間工学ガイド　　　　　　　　　　　　兼子宙編　　　　　　　　　大日本図書
　　ニューロ・ファジィ・カオス　　　　　　合原一幸編　　　　　　　　　　オーム社
　　ニューロコンピューティング　　　　　　松岡清利　　　　　　　　　　　朝倉書店
　　職場の事故防止　　　　　　　　　　　　正田亘　　　　　　　　　総合労働研究所
　　安全管理の心理学　　　　　　　　　　　豊原恒男・正田亘　　　　　　　誠信書房
　　安全管理の知識　　　　　　　　　　　　秋山英司　　　　　　　　　　　日経文庫
　　心理学　　　　　　　　　　　　　　　　大山正他　　　　　　　　　　有斐閣双書
　　安全管理総論　　　　　　　　　　　　　野口二郎　　　　　中央労働災害防止協会
　　安全のための管理システム　　　　　　　住谷自省　　　　　中央労働災害防止協会
　　これからの安全技術　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央労働災害防止協会
　　リスクアセスメントの実際その他資料　　　　　　　　　　　中央労働災害防止協会
　　リスクアセスメント研修資料その他資料　　　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　労働安全衛生コンサルタント講習会各種資料　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　「工作機械の制御機構の安全保証構造化」の実施報告書　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　安全衛生コンサルタント　　　　　　　　　　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　技術研究発表会各種資料　　　　　　　　　　　　　　(社)東京電気管理技術者協会
　　雑誌　電気管理技術　　　　　　　　　　　　　　　　(社)東京電気管理技術者協会
　　電気管理技術者必携　　　　　　　　　　　(社)東京電気管理技術者協会　オーム社
　　雑誌　電気技術者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(社)日本電気技術者協会
　　雑誌　安全と健康　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央労働災害防止協会
雑誌　OHM                                                                                                     オーム社

労働省「電気関連の技術上の指針」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働省
　　電気事業法関係基準「解釈例規」　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済産業省
　　　電気事業法関係法令　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済産業省
　　　消防法関係法令　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防庁
　　　安全キャンペーンテキスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(社)東京電気管理技術者協会
　　　戸上電機資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸上電機株式会社
筆者自己紹介　　　　　　　　　　　
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1. 　生い立ち1926年群馬県高崎市に生まれる

逓信官吏練習所卒業(無線工学)

２・主な業務経歴

(1)　昭和20～50年まで30年間、逓信省、日本電信電話公社(現在のＮＴＴ)において、施設の設計、建設、保全に係わる一般業務「無線(１０年)・　電力(２０年)」ならびに管理業務に従事

(2)　昭和51年から(社)東京電気管理技術者協会会員、(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会員(何れも公益法人)で安全並びに保安の業務を受託して現在も行っています。この間約30年を経過しました。

　　　　　　　　　　(社)東京電気管理技術者協会会員として、本部の新入会員講習会講師として約２０年、

技術安全委員長として８年,電気安全関係の講習会の講師、電気主任技術者の国家試験受験講習会講師等を行ってきました。
　　 　　　　　　　 (社)日本労働安全衛生コンサルタント会会員として、本部の機関紙「安全衛生コンサルタント」編集委員として１０年、研修委員、総務委員、埼玉支部の副支部長等を歴任してきました。この間、労働省関係機関「労働基準協会連合会及び労働基準協会等」、各企業における各種の安全教育、安全衛生推進者,安全管理者等の教育を担当してきました。　

(3)　国家試験資格取得

第1級無線技術士　　郵政大臣

第2種電気主任技術者　　通商産業大臣

技術士(電気部門)　　科学技術庁長官登録(8765)

労働安全コンサルタント　　労働大臣登録(電44)
(4)表彰等

通商産業大臣表彰(電気保安功労賞)　　通商産業大臣(平成元年)　他電気関係多数
会長功績賞　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会長(平成15年5月27日)「上面掲示」　
(5)　認定等

OSHMSシステム監査員「認定」　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会

フェールセイフ化講師「認定」　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会

OSHMSシステム「審査員」の研修終了　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
(6)　現在、(社)東京電気管理技術者協会会員埼玉支部所属　
　　　　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会員埼玉支部所属　支部監事
　　　　　　　　　　　　　　　NTTFE系列EENET顧問

　　　　　　　　　　　　　　(社)日本電気技術者協会埼玉地区幹事
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